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 本 稿 は 、 WTO 紛争解決手続をインセンティブの設計という視点から見直す試みである。WTO 紛
争解決手続は紛争の解決とともに、 WTO 諸協定上の義務の履行を確保するという目的を持っており、
この意味でWTO紛争解決手続のWTO諸協定に対する違反を抑止するメカニズムとしての側面につ
いても分析する必要があると考えられる。この点について Schwarz と Sykes は、関係する全ての加
盟国の利益の総和を増加させるような違反、すなわち効率的違反(efficient breach)と利益の総和を減
少させるような違反(非効率的違反  inefficient  breach)とを区別し、WTO 紛争解決手続は効率的違反
を促進し、非効率的違反を抑止するメカニズムであると捉えているが、彼らはこの点について WTO
紛争解決手続の内容に踏み込んだ分析を行っていない。 
  そこで、簡単なゲーム理論のモデルを導入して現在の WTO 紛争解決手続の枠組みを分析してみ
ると、現在の枠組みでは効率的違反だけでなく非効率的違反についてもこれを抑止することができ
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  １．はじめに 
本稿は、 WTO 紛争解決手続をインセンティブの設計という視点から見直す試みである。 





この新しい紛争解決手続の導入以降、2005 年末までの 11 年間に紛争解決手続が開始さ
























8。すなわち、紛争解決手続は契約法で言う「効率的契約違反(efficient breach of 
                                                      
1  Understanding on Rules and Procedures Governing the Settlement of Disputes (Dispute Settlement Understanding, DSU) 
2  Eric Reinhardt, “Adjudication without enforcement in GATT disputes,” Journal of Conflict Resolution, 45, 174-195 
(2001)  による件数。 
3 GATT 期における紛争解決手続の発展と WTO 紛争解決手続との相違については、例えば岩沢雄司『WTO の
紛争処理』(三省堂, 1995)参照。 
4  紛争解決了解 3 条 3 項。 
5小寺彰『WTO 体制の法構造』52 頁 ( 東京大学出版会, 2000), Yuji Iwasawa, “WTO dispute settlement as judicial 
supervision, ” Journal of International Economic Law, 5, 287-305 (2002). 
6  Joost Pauwelyn, “Enforcement and countermeasures in the WTO: Rules are rules – Toward a more collective approach,” 
American Journal of International Law, 94, 335-347 (2000). John H. Jackson, “The WTO Dispute Settlement 
Understanding – Misunderstanding on the nature of legal obligation,” American Journal of International Law, 91, 60-64 
(1997), “International law status of WTO dispute settlement reports: Obligation to comply or option to ‘buy out’?, ” 
American Journal of International Law, 98, 109-125 (2004)  も参照。 
7  言い換えれば、WTO 諸協定の遵守が関係する全ての加盟国の経済的な利益の総和にマイナスの影響を与える
場合である。 
8  Warren F. Schwarz & Alan O. Sykes, “The economic structure of renegotiation and dispute resolution in the World Trade 
Organization,” Journal of Legal Studies, 31, S179-S203 (2002).  なお Judith Hippler Bello, “The WTO Dispute Settlement 
Understanding – Less is more,” American Journal of International Law, 90, 416-418 (1996), Robert Z. Lawrence, Crime & 
Punishments?: Retaliation under the WTO (Institute for International Economics, 2003), 14-15 も参照。 









































                                                      
9  効率的契約違反については Robert Cooter & Thomas Ulen, Law and Economics, 3rd ed (Addison Wesley Longman, 
2000). Chap.6 (第 2 版の訳：大田勝造訳『法と経済学』商事法務研究会, 1997)などを参照。WTO の文脈における
効率的違反の定義については本稿の第３節を参照。 
10  Schwarz & Sykes supra note (8), S187-S188.   4
く非効率的違反についてもこれを抑止することは難しく、この意味で紛争解決手続は



























理由に申し立てることもできるが、WTO 期・GATT 期を通じて認容されたことはない。 
 
(2)紛争解決手続の流れ 








国(申立国)は WTO 全加盟国で構成される紛争解決機関(Dispute Settlement Body, DSB)に対
                                                      
11  なお、ここでの紹介はモデルを導入する際に必要な限りにとどめてある。詳細については、岩沢雄司『WTO
の紛争処理』(三省堂, 1995)、小寺・前掲注(5)、小寺彰「WTO 紛争解決手続の性質とその課題」岩田一政編『日
本の通商政策と WTO』(日本経済新聞社, 2003)等を参照。 
12 GATT23 条 1 項(a), GATS23 条 1 項, TRIPS 64 条 1 項等。 
13  例えば GATT23 条 1 項。 
14 GATT23 条 1 項(b), GATS23 条 3 項。 
15 GATT23 条 1 項(c)。 
16 GATT 期には非違反申立が認められたケースが 6 件ある。小寺・前掲注(5), 35 頁参照。 












































                                                      
18  同 4 条 7 項。 
19  同 6 条 1 項。これは一般にネガティブ・コンセンサス方式と呼ばれる。 
20  同 6 条 5 項。 
21  同 8 条 1 項。 
22  同 11 条, 19 条1 項。 
23  同 19 条 1 項。 
24  同 16 条 4 項。 
25  同 17 条 1 項, 6 項。 
26  同 17 条 1 項,  上級委員会検討手続 4 条 3 項。 
27  紛争解決了解 17 条, 13 条, 19 条 1 項。 
28  小寺・前掲注(5), 40 頁。 






































                                                      
30  同 21 条 3 項。 
31 Panel  Report, European Communities – Regime for the Importation, Sale and Distribution of Bananas – Recourse to 
Article 21.5 of the DSU by Ecuador, WT/DS27/RW/ECU (6 May, 1999), para, 6.105 (EC – Bananas III (Article 21.5 – 
Ecuador)). 
32  紛争解決了解 21 条 5 項 
33  なお、この履行確認手続の性格や後で述べる 22 条 6 項仲裁との関係は明確ではなく、大きな争いの元になっ
てきた。 
34  例えば、日本・酒税事件における日本の代償供与は追加的な譲許により行われた。Japan – Taxes on Alcoholic 
Beverages, Mutually Acceptable Solution on Modalities for Implementation, WT/DS8/20–WT/DS10/20–WT/DS11/18, 
WT/DS8/19–WT/DS10/19–WT/DS11/17, WT/DS8/17/Add.1–WT/DS10/17/Add.1– WT/DS11/15/Add.1 
35  紛争解決了解 22 条 2 項, 6 項。 
36  同 22 条 4 項, 22 条 7 項。 
37 Decision  by  the  Arbitrators,  European Communities – Measures Concerning Meat and Meat Products (Hormones), 
Original Complaint by the United States – Recourse to Arbitration by the European Communities under Article 22.6 of the 




















22 条 6 項仲裁と呼ばれる。 
 
３．モデルの導入 














                                                      
38  小寺・前掲注(5), 43 頁. 
39 Panel  Report,  United States – Import Measures on Certain Products from the European Communities, WT/DS165/R and 
Add.1, (10 January 2001), para.6.82 (US – Certain EC Products).  また  EC – Bananas III(Article 21.5 – Ecuador), para, 
6.105. 
40  EC – Hormones (US) (Article 22.6 – EC), paras. 15-21, Decision by the Arbitrators, European Communities – Regime 
for the Importation, Sale and Distribution of Bananas – Recourse to Arbitration by the European Communities under 
Article 22.6 of the DSU, WT/DS27/ARB (9 April 1999), para.7.1 (EC – Bananas III (US) (Article 22.6 – EC)). 
41  補助金協定 4 条 11 項, 12 項。Decision by the Arbitrators, United States – Tax Treatment for "Foreign Sales 
Corporations" – Recourse to Arbitration by the United States under Article 22.6 of the DSU and Article 4.11 of the SCM 
Agreement, WT/DS108/ARB (30 August 2002), para.5.62 (US – FSC (Article 22.6 – US)). 

































  ここで導入するゲームは以下のようなものである。まず、Country 1, Country 2 の 2 国が
あると仮定する。 Country 2 は貿易を制限するある措置をとるかどうかを決定する。 Country 
2 は、この措置が WTO 諸協定に違反する(少なくともその恐れが大きい)ことを知っている
ものとする。 
  措置が取られた場合に Country 2 はそこから正の利得を得る。一方で、Country 1 には負
の利得(損失)が発生する。これに対して Country 1 は、紛争解決手続を開始するかどうかを
決定する。 
  紛争解決手続を開始した場合、まず Country 1 と Country 2 の間で協議が行われ、各国は
そこで相互に合意できる解決に同意するかどうかを決定する。合意が成立した場合、それ
                                                                                                                                                            
般に、経済学においては前者をカルドア＝ヒックス(Kaldor-Hicks)効率性、後者をパレート効率性と呼ぶ。Cooter 
& Ulen, supra note(9), 43-44 参照。 
44 GATT  19 条,  セーフガード協定 2 条。 
45  Schwarz & Sykes, supra note (8), S201.   9
に従って解決がなされ、ゲームは終了する。合意がなされない場合、小委員会・上級委員
会手続に移行する。ここで、Country 1 と Country 2 にとっては最終的な結論のみが意味を
持つことから、小委員会手続と上級委員会手続を一つとして扱う。小委員会・上級委員会




  Country 1 の主張が認められなかった場合にはゲームはそこで終了する。Country 1 の主
張が認められた場合、Country 2 はまず勧告を受け入れるかどうかを決定する。もし勧告を
受け入れた場合、措置は撤回され、ゲームは終了する。勧告を受け入れない場合には、
Country 1 と Country 2 はまず代償について合意するかどうかを決定する。合意がなされな
かった場合、Country 1 は報復的措置をとるかどうかを決定する。報復的措置が取られた場
合には Country 1 に利得が、Country 2 に損失が発生する。 
すなわち、このゲームには以下のような７つの段階がある。 
 
Stage 1:Country 2  が貿易制限的措置をとるかどうかを決定する 
Stage 2:Country 1  が紛争解決手続を開始するかどうかを決定する 
Stage 3:Country 1, 2 が協議においてある解決に同意するかどうかを決定する。同意しなけ
れば小委員会・上級委員会手続に移行する 
Stage 4:小委員会・上級委員会は Country 1  の申立を認容するかどうかを決定する 
Stage 5:申立が認容された場合、Country 2  は勧告を受け入れるか、拒絶するかを決定する 
Stage 6: Country 1, 2  は代償に合意するかどうかを決定する 
Stage 7:Country 1  は報復的措置をとるかどうかを決定する 
 
このゲームの構造を図にしたものが図 2 である。 
  このゲームにおける利得は各国の政策決定者が考慮する経済的な利益・損害の割引現在
価値と想定している。ゆえに、Country 2 による貿易制限的措置が効率的違反であるか非効




ている。また、もう一つの重要な仮定として、報復的措置は申立国である Country 1 に正


























この点を理解するために、まずこのモデルにおいて Country 2 が敗訴した場合、すなわ
ち小委員会・上級委員会が問題となっている措置を WTO に適合的でないものとし、WTO
適合的なものにするよう勧告した場合に何が起こるかを考えてみよう。 
  先に述べたとおり、 ある措置が効率的違反である場合とは、 この措置により Country 2  が
得られる利得が、Country 1 に発生する損失を上回る場合である。逆に非効率的違反であれ
ば、Country 1 の損失のほうが Country 2 の利得よりも大きい。一方で、紛争解決手続は、
報復的措置の程度が元々問題となっていた措置によって引き起こされた無効化侵害と同等
(equivalent)でなくてはならないと定めている。そうであるならば、報復的措置により
Country 2 が受ける損失は、もともとの措置により Country 1 が受けた損失と大体において
同等になると考えられる
49。以上のことから、効率的違反の場合には、当該措置により
Country 2 が得る利得が報復的措置により Country 2 に発生する損失を上回り、非効率的違
反の場合にはその逆になる。 
  ゆえに、ある違反がもし効率的な違反であれば、Country 2 は(勧告が出た場合に)勧告に
従うことを拒否し、問題となっている措置を維持する。その結果として報復的措置を受け




                                                                                                                                                            
Bananas – Recourse to Arbitration by the European Communities under Article 22.6 of the DSU, WT/DS27/ARB/ECU (24 
March 2000)(EC – Bananas III (Ecuador) (Article 22.6 – EC)).  なお Robert E. Hudec, ”Broadning the scope of remedies 
in WTO dispute settlement,” in Friedl Weiss & Jochem Wiers, eds., Improving WTO Dispute Settlement Procedures 
(Cameron May, 2000), 343-376 も参照。 








50  Schwarz & Sykes, supra note (8), S188 参照   11
け入れて措置を撤回することになる。 
そして、先に述べたように、勧告を受け入れた場合には Country 2 は何のペナルティも
負わない。一方で、もし Country 2 が勝訴した場合にはもちろん Country 2 は措置を撤回す
る必要はなく、措置による利得をそのまま維持できる。 
























 実 際 、 2005 年末までになんらかの形で小委員会・上級委員会の判断が示された 96 件の




                                                      
51  ドーハラウンドにおいて訴訟費用の問題が取り上げられたことは、この費用の問題が特に発展途上国にとっ
ては決して小さなものではないことを示している。 例えばジャマイカ提案 TN/DS/W/21(10 October 2002)を参照。  
52  例えば、GATT3 条の内国民待遇違反に関しての判断はケースによってかなり異なっている(ように見える)。
Robert E. Hudec, “GATT/WTO Constraints on national regulation: Requiem for an ‘aim and effect’ test,” International 
Lawyer, 32, 619-649.  内記香子 「GATT3 条内国民待遇規定の機能と同種の産品の認定基準(1)～(13)」 『国際商事法
務』30, 15-19, 165-168, 323-327, 475-478, 643-647, 785-788, 951-953, 1084-1087, 1255-1257, 1393-1396, 1538-1540, 
1676-1678,及び 31, 112-115. 
53 Appellate  Body  Report,  Guatemala – Anti-Dumping Investigation Regarding Portland Cement from Mexico, 
WT/DS60/AB/R (25 November 1998) (Guatemala – Cement I), Brazil – Measures Affecting Desiccated Coconut, Panel 
Report, WT/DS22/R; Appellate Body Report, WT/DS22/AB/R (20 March 1997) (Brazil – Desiccated Coconut). 
54 GATT  20 条、GATS 14 条, SPS 協定 2 条 3 項、5 条 5 項。 
55 GATT  21 条、GATS 14 条の 2。 
56  もちろん、このような例外についてはその適用が「偽装された貿易制限」となってはならないとの定めがな
されている(GATT20 条柱書、GATS14 条柱書、SPS 協定 2 条 3 項、5 条 5 項)が、実際にはその立証は容易では
ない。例えば、EC・ホルモン牛肉規制事件において、小委員会の SPS 協定 5 条 5 項違反の認定は上級委員会に
よって覆されている。EC - Measures Concerning Meat and Meat Products (Hormones), Panel Report, Complaint by the 
United States, WT/DS26/R/USA (18 August 1997); Complaint by Canada, WT/DS48/R/CAN (18 August 1997); Appellate 
Body Report ,WT/DS26/AB/R, WT/DS48/AB/R (13 February 1998)(EC-Hormones). 










58。 しかし、 少なくとも WTO  の文脈においては、 関係協定上の義務に違反したのか、
それとも例えば関係協定において認められた措置をとっただけなのかは必ずしも明確では
ない。そうである以上、ある加盟国は上に述べたような非効率的違反を意図的に行い、こ
れを WTO  適合的と主張することができる。 


























                                                      
58  例えば Steven Shavell, “Damage Measures for breach of contract,” Bell Journal of Economics, 11, 466-490 (1980). 
59 GATT  19 条。 
60 GATT  28 条。 
61  Schwarz & Sykes supra note (8), S187-S188 参照 
62  注(10)参照。 
63  川島富士雄「 『貿易と環境』案件における履行過程の分析枠組みと事例研究」川瀬剛志・荒木一郎編『WTO
紛争解決手続における履行制度』315-317 頁(三省堂, 2005)参照。ここでの説明が「不履行コスト」の説明である
































この中のカナダ版に対する特別の租税措置について小委員会が GATT3 条 2 項 1 文違反
を認定したのに対し、上級委員会はこれを破棄して新たに GATT3 条 2 項 2 文違反を認定




者がカナダ向けの広告サービスを提供することを禁止する法案 Bill C-55 を提出し、 国内の
                                                      
64  紛争解決了解  23 条 1 項, 2 項。なお Panel Report, US- Certain EC Products も参照 
65 Joost  Pauwelyn, supra note (6),  川瀬剛志・荒木一郎『WTO 紛争解決手続における履行制度』(三省堂, 2005)。 
66  後で述べるように、過去損害を考慮に入れるとこのような行動は効率的な違反でも見られる。 
67  Canada – Certain Measures Concerning Periodicals, Panel Report, WT/DS31/R; Appellate Body Report, 
WT/DS31/AB/R (30 July 1997) (Canada – Periodicals). 
68  Australia – Measures Affecting Importation of Salmon, Panel Report, WT/DS18/R; Appellate Body Report, 
WT/DS18/AB/R (6 November 1998) (Australia – Salmon). 
69  ただし、ここでこれらの事件における WTO 諸協定の違反が抑止されるべきであったと無条件に主張してい
るわけではない。先に述べたように、違反が効率的かどうかということは規範的な望ましさとは必ずしも一致



































                                                      
70  Foreign Publishers Advertising Services Act. 1999, c.23.  なお Jacqueline D. Krikorian, “Planes, trains and automobiles: 






72 Panel  Report, Australia – Salmon, para. 8.154。なお、SPS 協定 5 条 5 項違反の認定は上級委員会によって支持さ
れている。 
73 Panel  Report,  Australia – Measures Affecting Importation of Salmon – Recourse to Article 21.5 of the DSU by Canada, 
WT/DS18/RW (20 March 2000). 
74  オーストラリア連邦政府とカナダ政府の 2000 年 5 月 16 日付交換公文。
http://www.dfait-maeci.gc.ca/tna-nac/canadian_letter_2-en.asp, 
http://www.dfait-maeci.gc.ca/tna-nac/australian_letter_2-en.asp. (2007 年 1 月 22 日アクセス) 
75  Aynsley Kellow, Marcus Haward & Kristy Welch, “Salmon and Fruit Salad: Australia’s Response to World Trade 
Organisation Quarantine Disputes,” Australian Journal of Political Science, 40(1), 17-32 (2005). 










(2)  過去損害の影響 



















に 40.4 億ドル(US$1=JP¥107 として 4300 億円)の譲許停止が認められているから
82、2 年間






                                                      
77  紛争解決了解 20 条。 
78  ウィリアム・Ｊ・デイヴィー「WTO 紛争解決手続における履行問題」川瀬剛志・荒木一郎編『WTO 紛争解
決手続における履行制度』2 頁(三省堂, 2005). 
79  協議の要請からおよそ 90 日以内に設置されるが、実際にはそこまで迅速な進行を求めないとされる。ディヴ
ィー前掲・注(78), 5 頁. 
80  なお、被申立国は勧告の後に問題となっている措置の撤回ではなく修正を申し出ることにより、履行のため
の期間を引き延ばすことができる。川瀬剛志「 『法それ自体』の違反に関する DSB 勧告の履行」川瀬剛志・荒
木一郎『WTO 紛争解決手続における履行制度』390 頁(三省堂, 2005)。 
81  デイヴィー前掲・注(78), 5-6 頁. 
82  US – FSC (Article 22.6 – US), para.8.1. 
83  そして、履行すべき内容が不明確である、あるいは小委員会・上級委員会が履行の範囲を適切に定めること
ができないような場合には、このような履行の迂回の可能性は高まる。川瀬剛志「WTO 紛争解決手続の履行問





















既得権の部分は Country 2 が確保することができる(勝訴すればもちろん確保できる)。一方
で、 Country 1 の過去損害もまた小委員会 ・ 上級委員会で勝訴しても必ず発生する。 ゆえに、
Country 2 としては交渉が決裂してもこの既得権の部分は確保でき、一方で Country 1 は過








な結果が予測されるのであれば、 Country 1 は仮に小委員会手続に持ち込めば必ず勝訴する
場合でもまず和解を選択し、損害を少しでも小さくしようとする。そしてこのような場合
                                                      





85 Pauwelyn  supra note (6), 2000, Gary N. Horlick, “Problems with the compliance structure of the WTO dispute 
resolution process,” in Daniel L. M. Kennedy & James D. Southwick (eds.), The Political Economy of International Trade 
































  まず液糖反ダンピング税事件は、米国から輸入された高果糖液糖 (High Fructose Corn 
Syrup)に対する反ダンピング税の賦課に対して、米国が反ダンピング協定に違反するとし
て紛争解決手続に提訴した事件である。 
  この事件の背景には NAFTA の締結がある。 低迷する砂糖(サトウキビ糖)産業を抱えたメ
キシコは 1993  年の NAFTA  締結により米国への砂糖輸出が拡大することを期待したが、
締結直前に合意された NAFTA  の付帯文書(side letter)  により米国市場へのアクセスを制限
され、一方で米国から安価な高果糖液糖が大量に流入することとなった。この状況に対し
て、 メキシコ政府はこの高果糖液糖について 1997 年 2 月にダンピング調査を開始し、 反ダ
ンピング税を賦課した(1997 年 6 月に暫定措置、1998 年 1 月に最終決定)。一方で問題とな
                                                                                                                                                            
上のような意味で威嚇点に含まれてしまうから、余剰には参入されないことになる。 
87  注(65)に掲げた文献を参照。 
88 Lawrence,  supra note (8), 50-54.  久野新「WTO 紛争解決制度における対抗措置の法と経済分析」川瀬剛志・荒
木一郎『WTO 紛争解決手続における履行制度』94-99 頁(三省堂, 2005)。 
89  実際、カナダ・民間航空機輸出信用事件では、仲裁人がカナダの勧告履行を促すために報復的措置の規模を
基準とされた補助金の額から引き上げている。Decision by the Arbitrator, Canada – Export Credits and Loan 
Guarantees for Regional Aircraft – Recourse to Arbitration by Canada under Article 22.6 of the DSU and Article 4.11 of 
the SCM Agreement, WT/DS222/ARB (17 February 2003), para. 3.121 . 
90  Mexico – Anti-Dumping Investigation of High Fructose Corn Syrup (HFCS) from the United States, Panel Report, 
WT/DS132/R; Appellate Body Report, WT/DS132/AB/R (24 February 2000) (Mexico – Corn Syrup). 
91  Mexico – Tax Measures on Soft Drinks and Other Beverages, Panel Report, WT/DS/308/R, Appellate Body Report 
WT/DS308/AB/R (24 March 2006) (Mexico – Taxes on Soft Drinks).   18
っている付帯文書の有効性を NAFTA で争うことにした
92。 
  WTO 紛争解決手続の小委員会はこの反ダンピング税の賦課を反ダンピング協定違反と









  その後、最終的にメキシコはこの反ダンピング税賦課を 2002 年 5 月に取り消した
95が、
その取り消しより前の 2002 年 1 月にソフト・ドリンク税と呼ばれる措置を導入した。 この
ソフト・ドリンク税は ( 高果糖液糖のような)サトウキビ糖以外の甘味料を使うソフト・ド
リンクに対して追加的な税を科すものである。このソフト・ドリンク税もまた WTO 紛争










その利益が WTO 諸協定に対する違反のインセンティブとなっていることを示唆している。  
 







                                                      
92 1998 年 3 月にメキシコより協議要請が出され、その後自由貿易委員会(NAFTA Free Trade Commission)に持ち
込まれた。 しかし、 その後仲裁パネル設置には至っていない。 Stephen Haley & Nydia Suarez, “U.S.-Mexico sweetener 
trade mired in dispute,” Agricultural Outlook, September, 17-20 (1999), Rodolfo Cruz Miramontes, “The North American 
Free Trade Agreement and the so-called ‘parallel letters’ ,”   Mexican  Law  Journal, 3, 
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November 2001). 
94  Review of the Final Determination of the Antidumping Investigation on Imports of High Fructose Corn Syrup, 
Originating from the United States of America, MEX-USA-98-1904-01 (3 August 2001). 
95 2002 年 5 月 13 日経済省決定。 
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できるようにするだけでは不十分であり、金銭的な賠償が必要になる。 
100 Hudec,  supra note (47),  岩沢・前掲注(3), 29 頁。 
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103  瀬領真悟「通商救済法案件の履行」川瀬剛志・荒木一郎『WTO 紛争解決手続における履行制度』202-203 頁
(三省堂, 2005)。 
104  同旨、瀬領・前掲注(103), 203 頁。またドーハ開発ラウンドのルール交渉グループにおいて、カナダは WTO
適合的でない相殺関税・反ダンピング税について過去に遡及して払い戻しを行うことを提案している
(TN/RL/GEN/37 (23 March 2005))。 ただし、 この提案は TN/RL/GEN/48 (30 June 2005)  において修正されている(カ





































                                                      
105  小寺彰教授のコメントによる。なお小寺・前掲注(5), 58 頁も参照。ただし渡邊伸太郎「産業政策案件の履行
―補助金協定事件を題材にして―」川瀬剛志・荒木一郎『WTO 紛争解決手続における履行制度』224 頁注 47(三
省堂, 2005)は、被申立国の WTO 諸協定違反の時間的始点は問題となっている措置の効力発生日(もしくは適用
協定の発効日)であるとする。 
106  これ以外の問題として、金銭賠償の場合にはその負担が広く国民に拡散するため、政策決定者はその経済的
不利益をそれほど考慮しないのではないかという問題がある。川瀬・前掲注(80), 391-392 頁。 
107  例えば Hudec, supra note (47), Mavroidis, supra note(102),  小寺・前掲注(5), 105-113 頁等を参照。 
108  瀬領・前掲注(103), 201 頁、川瀬・前掲注(83), 8-10, 15, 20 頁。 
109  注(107)に掲げた文献を参照。 
110  例えば、ドーハ開発ラウンドにおけるメキシコ提案  TN/DS/W/23 (4 November 2002), TN/DS/W/40 (27 January 
2003)。またカナダは、補助金相殺関税及び反ダンピング税について、紛争解決機関の勧告が出た段階において
WTO 適合的でない相殺関税及び反ダンピング税の差し止めを行うことを提案している。TN/RL/GEN/37 (23 














































まず、ともに WTO 加盟国である Country 1, 2 の２ヵ国が存在し、Country 2 は Country 1
に対する貿易制限的措置をとるかどうかを考えているものとしよう。 Country 2 はこの措置
が WTO 諸協定に適合しないことを知っているものとする。また、各国はリスク中立的で
あるとする。 
Country 2 がこの措置を取った場合、Country 2 は G (G≥0)  の利得をこの措置から得る。
一方で Country 1 には損失  −D (D≥0)が発生する。 なお、 G  及び D はあらかじめ決まってお
り、紛争解決手続により変化することはないものとする。 
次に、Country 1 は紛争解決手続を開始するかどうかを決定する。もし紛争解決手続を開








Country 1, 2 の内どちらかが小委員会・上級委員会手続を開始することを決定した場合には小
委員会・上級委員会手続が開始する。本文で述べたように当事国にとっては最終的な結果のみ
が意味を持つため、 ここでは小委員会手続と上級委員会手続を区別せず、 申立国である Country 
1 が確率 p で最終的に勝訴するものとする。なお、ここでは問題となっている措置が WTO
に適合的ではないことから、勝訴確率は半々より大きいものと考え、0.5≤p≤1 とする。ま
た、各国は小委員会・上級委員会手続の費用 C (≥0)を負担する。なお、費用 C は両国に共
通であるとする。 
ここで Country 1 が敗訴した場合には小委員会・上級委員会は何の勧告もせず、各国の
利得は元々の措置により発生した利得・損失から小委員会・上級委員会の費用を差し引い
たもの、すなわち(−D−C, G−C)となり、ゲームは終了する。 
Country 2 が勝訴した場合、ゲームは勧告の履行段階に入る。まず、Country 2 は勧告を
履行し、措置を撤回・修正するかどうかを決定する。勧告を履行した場合には元々の措置
により発生した利得・損失は元に戻るが、本文中に説明したように勧告履行前に既に発生
してしまった利得・損失はそれぞれの国に残る。ここでは勧告前に Country 2 に発生した
利益を g (g≥0)、Country 1 に発生した損失を−d(d≥0)する。この g, d は問題となっている措
置により発生する利得・損失の一部(実現した部分)であるから、G≥g, D≥d である。また、
過去損害に対する報復的措置や損害賠償が存在する場合には、この措置により Country 1
には Q(≥0)の利得、Country 2 は−P(P ≥0)の損失(損害賠償なら P=Q)が発生するものとする。
現在の紛争解決手続の下では P =0 である。 以上のことから、 勧告が履行された場合には各
国の利益は(Q−d−C, −P+g−C)となり、ゲームは終了する。 
Country 2 が勧告を履行しない場合、Country 1, 2 はそれぞれ代償の提供により解決する  23








報復的措置が取られる場合、報復的措置により Country 1 には利得 R が、Country 2 には
損失 D’が発生する。 現在の紛争解決手続によれば報復的措置の程度は元々の措置による利
益の無効化侵害と同程度でなくてはいけないから、 元々の措置による損失 D と報復的措置
による損失 D’は大体において等しくなるはずである。しかし、Country 1 に与えられた裁
量権の行使により、R とともに D’も引き上げられるであろうし、補助金のような場合には
D’は D を上回るであろう。ゆえにここでは、特に D’の大きさについて条件をつけないこ
とにする。また、報復的措置により輸入を制限することが自国の損害につながる可能性も
あり(R<0)、またそうでなくても関係国の経済厚生から見て必ずしも好ましくない(R<D’) 
可能性もある。しかし、ここでは問題を単純化するため、報復的措置により Country 1 が





Stage 1:Country 2  が貿易制限的措置をとるかどうかを決定する 
Stage 2:Country 1  が紛争解決手続を開始(提訴)するかどうかを決定する 
Stage 3:Country 1, 2 が協議においてある解決に同意するかどうかを決定する。同意しなけ
れば小委員会・上級委員会手続に移行する 
Stage 4:小委員会・上級委員会は Country 1  の申立を認容するかどうかを決定する 
Stage 5:申立が認容された場合、Country 2  は勧告を受け入れるか、拒絶するかを決定する 
Stage 6: Country 1, 2  は代償に合意するかどうかを決定する 
Stage 7:Country 1  は報復的措置をとるかどうかを決定する 
 
  また、ゲームツリーは図 2 に示している。 
 
(2)解 
  このゲームの解は、Stage 7 から解いていくことによって得られる。 
 
Stage 7:   
Country 1 は報復的措置をとるかどうかを決定する。 このゲームにおいては R≥0 であるか
ら、 
   24
となり、Country 1 は必ず報復的措置をとる。 
 
Stage 6:   







  Country 2 は敗訴した場合に勧告を履行するかどうかを決定する。Country 2 が勧告を履
行しなければ報復的措置が取られ、その利得は G−D’ −C となり、勧告を履行すれば利得は
−P+g−C  となるから、Country 2 は 





  小委員会・上級委員会が Country 1 の申立を認容するかどうかを決定する。小委員会・
上級委員会は確率 p で Country 1 の申立を認容し  (Country 2 敗訴) 、 Country 2 に措置を
WTO 適合的なものにするよう勧告する。 
  ゆえに、各国の期待利得は、 
(1) G−D’ ≤−P+g (勧告が履行されるケース) 
Country 1 の期待利得 
Country 2 の期待利得 
(2) G−D’ > −P+g (勧告が履行されず、報復的措置がとられるケース) 
Country 1 の期待利得 
Country 2 の期待利得 
 
Stage 3:   
  Country 1, 2 は協議において紛争の解決に合意するかどうかを決定する。 代償のときに述
べたように、各国は小委員会・上級委員会手続を回避することによる余剰が存在する場合
に、かつそのときに限り和解する。 
C D p d Q p C D p C d Q p − − − − = − − − + − − ) 1 ( ) ( ) )( 1 ( ) (
C G p g P p C G p C g P p − − + + − = − − + − + − ) 1 ( ) ( ) )( 1 ( ) (
() ) ' ( ' D R C D G C D R C G C D − − = − − + − − − − + − −
C D pR C D p C D R p − − = − − − + − − ) )( 1 ( ) (
C pD G C G p C D G p − − = − − + − − ' ) )( 1 ( ) ' (
C D C D R − − ≥ − −  25
  小委員会・上級委員会手続を回避することによる余剰は、 
(1) G−D’ ≤−P+g (Country 2 敗訴の際に勧告が履行される場合) 
(2) G−D> −P+g    (Country 2 敗訴の際に勧告が履行されず、報復的措置がとられる場合) 
  ここから明らかなように、この余剰は小委員会・上級委員会手続にかかる費用と、小委





  この余剰が 0 より大きいかどうかによって和解が成立するかどうかが変わってくるため、
ここでは４つの場合が存在することになる。 
 
(1-a) G−D’ ≤−P+g, p(P−Q+G−g−D+d)+2C ≥ 0 
この場合、勧告が出ればそれは履行されるが、その前に協議段階で和解が成立する。こ
のとき、Country 1 の利得は 
Country 2 の利得は 
となる。 
 
(1-b) G−D’≤−P+g, p(P−Q+G−g−D+d)+2C <0 
  この場合には、和解は成立せず、小委員会・上級委員会手続が開始され、もし Country 2
が敗訴すれば Country 2 は勧告を履行する。この場合、Country 1 の期待利得は、 
Country 2 の期待利得は、 
となる。 
 
(2-a) G−D’ >−P+g, p(D’ −R)+2C ≥ 0 
この場合には、勧告が出ても履行されず、報復的措置が取られるが、その前に和解が成
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立する。和解が成立するという意味では(1-a)と同じであるが、その後に予測される結果(事
後の結果)が異なるため、和解の結果得られる各国の利得も異なる。 
Country 1 の利得は、 
Country 2 の利得は 
 
(2-b) G−D’ >−P+g, p(D’ −R)+2C < 0 
  この場合には和解は成立せず、紛争は小委員会・上級委員会手続に持ち込まれる。小委
員会・上級委員会手続で Country 2 が敗訴した場合でも Country 2 は勧告を履行せず、報復
的措置が取られることになる。 
  この時、Country 1 の期待利得は、 




 Country  1 は紛争解決手続に提訴するかどうかを決定する。Country 1 は紛争解決手続に提
訴することによる期待利得が提訴しない場合の利得、すなわち–D を上回る限り提訴する。  
 
(1-a) G−D’ ≤−P+g, p(P−Q+G−g−D+d)+2C ≥ 0 
  この場合、Country 1 は 
であるとき、 かつそのときに限って提訴する。 しかし、 条件よりこれは必ず成立するため、
Country 1 は貿易制限的措置が取られた場合には必ず提訴する。 
 
(1-b) G−D’≤−P+g, p(P−Q+G−g−D+d)+2C <0 
  この場合には、Country 1 は 
であるときに(かつそのときに限り)提訴する。これは必ずしも正とは限らない。 
 
(2-a) G−D’ >−P+g, p(D’ −R)+2C ≥ 0 
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であるときに提訴するが、これは必ず成立するため必ず提訴する。 
 
(2-b) G−D’ >−P+g, p(D’ −R)+2C < 0 




Stage 1:   
Country 2 は自らが WTO 適合的でないと認識している貿易制限的措置をとるかどうかを
選択する。Country 2 は、この措置により得られる期待利得が 0 以上である場合にこの措置
をとる。ただし、上の(1-b), (2-b)のケースにおいて Country 1 が提訴しない場合には必ず措
置をとる(以下ではこの場合は省略する)。 
 
(1-a) G−D’ ≤−P+g, p(P−Q+G−g−D+d)+2C ≥ 0 
  この場合、Country 2 は 
であるときに(かつそのときに限り)措置をとる。 
(1-b) G−D’≤−P+g, p(P−Q+G−g−D+d)+2C <0, p(Q+D−d) −C≥ 0 
  この場合、Country 2 は、 
であるときに(かつそのときに限り)措置をとる。 
(2-a) G−D’ >−P+g, p(D’ −R)+2C ≥ 0 
  この場合、Country 2 は、 
であるときに(かつそのときに限り)措置をとる。 
(2-b) G−D’ >−P+g, p(D’ −R)+2C < 0, pR-C≥ 0 




この仮定を外した場合にはどうなるだろうか。 この場合には、 まず Stage 7 で報復的措置が
選択されず、Stage 6 で代償も供与されない。というのは、代償供与をしたとき両国の利得
合計が−D+G−2C で代償を供与しなかった場合と同じであるため、代償供与による余剰が
存在せず、また Country 2 は代償を供与しなくても報復的措置を受けないので、代償に関
する合意が成立することもありえない。 Country 2 は勧告を履行しなくても報復的措置を受
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けず、G−C の利得を維持できるため勧告を履行せず、ゆえに Stage 4 において Country 2 が
敗訴するかしないかに関わらず両国の利得は ( −D−C,  G−C)  となる。この結果、提訴がな
された場合に和解することによって発生する余剰は 2C、和解の結果合意される利得は  
(−D,  G)  となり、提訴してもしなくても同じになる。提訴した場合の利得としない場合の
利得が同じである時には提訴しないものと仮定すれば、そもそも最初の段階で提訴が発生




以上の解を踏まえて、本文で述べた 3 つの点について簡単に説明しておこう。 
 
非効率的違反の可能性 
  まず、最も単純な場合として、問題となっている措置による Country 1 の損失 D と報




この場合、小委員会・上級委員会が Country 2 を敗訴させたときにその勧告が履行され
るか否かは、G−D≥0 かどうか、すなわち違反が効率的かどうかによって決定される。その
理由は、本文中で述べたとおり、報復的措置により D と同じだけの損失 D’が Country 2 に
発生するため、 G−D<0 となる場合に勧告に反して措置を維持するインセンティブがないた
めである。 




のが図 3 である。なお、ここでは Country 1 が提訴する条件が満たされている(Stage 2 にお
ける(1-b), (2-b)の条件は満たされている)ものと仮定している。なお、図の左側が非効率的
な違反の場合、右側が効率的違反の場合である。 
非効率的違反の方に注目すると、C が低く、かつ p が 1 より小さい場合には、具体的に




という行動を取ることが分かる。 この式を見ると、 Country 2 が勝訴する確率(1−p)とその場
合の利得 G との積、すなわち Country 2 の措置による期待利得が小委員会・上級委員会手
続の費用 C を上回る場合に措置をとるインセンティブが発生することがわかる。また、











とりわけ 2G≥( R+D)であれば違反は全く抑止されない。 
 
過去損害の影響 
  過去損害の影響を見るために、上で述べた条件を外して D’は D を無関係であり、かつ
g, d≥0 としてみよう。 









  また、和解が成立する領域との境界が右に移動する理由は、Stage 3 の (1-a)において示
した Country 2 の期待利得(ただし P=Q=0 としている)、 
を見ると明らかになる。 先に述べたように、 和解により得られる利得は(和解決裂時の利得)
プラス(和解による余剰)/2 である。そして、上の式の左辺の第１項の pg+(1−p)G−C が和解
決裂時の利得であり、p(G−g−D+d)+2C が交渉による余剰である。これを見ると分かるとお
り、交渉の余剰が大きく変化するわけではない(g と d の差だけ変化する)が、Country 2 が
敗訴しても g だけの利得が得られることが交渉決裂時の利得を変化させ、これが和解によ
って得られる利得を増大させ、最終的に違反のインセンティブを高めているわけである。 





Country 2 が十分な利得を得られる状況(上の pg+(1−p)G−C の中の pg に反映される)が
作り出され、かつこのような状況を前提として和解交渉も行われるため、和解が成立して
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  同様のことは図の右側(勧告不履行のケース＝多くの場合効率的違反)の場合にも言える。




 図  4 から明らかになるように、R を引き上げても図の左側(勧告履行のケースには)何の
変化もない。本文中にも説明したとおり、勧告履行の場合には報復的措置は発生しないか
ら、報復的措置の規模を引き上げても何の影響もないのである。 
  一方で、勧告履行時に損害賠償を導入し、P=Q≥0 とすると問題は大きく異なる。図 4
から明らかなように、非効率的違反の場合に P=Q≥0 とすると g,  d の効果を相殺して、抑
止できる領域を左下側に向かって拡大することができる。損害賠償という性質上、通常は
P=Q=d となり、 Ｐと g の大小関係は定かではないが、 仮に P>g となっていれば(あるいは、
そうなるように懲罰的損害賠償を導入すれば)、勝訴確率 p=1 かつ小委員会・上級委員会手
続の費用 C=0 の時には非効率的違反を必ず抑止できる。 
  また、仮処分的措置による措置の差し止めは、もし完全に機能すれば g, d を 0 にするこ
とができ、過去損害の問題に対する有効な対応策になりうる。また、措置の差し止めでは
なく損害防止措置をとった場合については、 Country 1 勝訴の場合には損害防止措置の両国
への影響は報復的措置あるいは代償の中に含められ、また Country 2 勝訴の場合にはその
措置の影響が Country 2 の新たな措置により相殺されると考えれば、P≥0 かつ Q≥0 で P と




かつ Q≥0 で P と Q の値が異なりうる場合として捉えられるため、結論も同様になる。  31
  
図 1   紛争解決手続の流れ 
1.  協議(consultation) 
2.  小委員会手続 
小委員会(panel)  の設置・審理・報告書送付、紛争解決機関(Dispute Settlement Body, DSB) 
による報告書採択(勧告) 
3.  上級委員会手続(当事国のうち少なくとも 1 ヶ国が上訴した場合)  
上級委員会(Appellate Body)  のへの申立・審理・報告書送付、紛争解決機関による採択 








































































































図 4   一般化されたケース 
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